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はじめに

 日本；成人１００人に７人

米国；成人２人に１人

２００７年 ２００７年

 確定給付年金⇔確定拠出年金確定給付年 確定拠出年

 公的年金⇔私的年金

人 子を養う親はあれど １０人の子を養う親はあれど、

１人の親を養う子は稀なり (雪舟の言葉)
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１人の親を養う子は稀なり (雪舟の言葉)



米国生まれの確定拠出年金

 ４０１（Ｋ）ﾌﾟﾗﾝを参考  個人の金融資産の増大ﾗ

 公的年金、企業年金、

自助努力

 日本の個人金融資産は
貯蓄主体 米国は株自助努力

➠豊かな老後のための

貯蓄主体、米国は株
式・債券・投資信託中心

「三本足の椅子｣「三本足の椅子｣

 １９８０年ｽﾀｰﾄ、１兆７０００億ドルの資産

 米国の株高や好景気の要因のひとつ
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急速に進む少子高齢化

２４％→１５%

７％→２８％
55歳以上では４

３％３％
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人口高齢化の国際比較ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ

1 341.34

2.13
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年金財政 化年金財政の悪化

6.6

2.5

3.9

2.1

団塊の世代が
1.8
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団塊の世代が
2010年には定年となる



■ ５年の空白期間
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自助努力



企業年金も曲がり角

景気の低迷
変
化 景気の低迷

 運用利回りの低下
経
営
に

化
す
る 運用利回りの低下

 企業年金の積立不足
に
大
き

る
就
業
意

 新会計基準の導入

終身 制 直

な
影
響

意
識
へ
の

 終身雇用制の見直し
響

対
応
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■
公公
的的
年
金
制制
度度
の
全全
体
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体
像



ゆとりある老後生活にはゆとりある老後生活には
不足額が生じる

 ゆとりある老後に必要な月々の生活費

⇒⇒３８．３万円３８．３万円

高齢者無職世帯の月々の家計収入 高齢者無職世帯の月々の家計収入

⇒⇒２５．５万円２５．５万円

１３万円１３万円１３万円１３万円
の赤字の赤字

生命保険文化センター調べ
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の赤字の赤字



２つのタイプ

 企業型  個人型 企業型
労使の合意をもとに
社員を対象とし 企業

個人型

自営業者や企業年金

が無く か 〈企業型〉社員を対象とし、企業
が掛金を拠出し社員
は複数の運用商品の

が無く、かつ〈企業型〉
が無い企業の社員が
個人で加入 個人がは複数の運用商品の

中から商品を選び運
用する

個人で加入。個人が
掛金を拠出し複数の
運用商品の中から商用する。 運用商品の中から商
品を選び運用する。
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企業型年金

 適用事業；厚生年金適用事業所

 加入者；60歳未満の被用者年金被保険者

 運用指図者；60歳に達した者など 運用指図者；60歳に達した者など

掛金の拠出が出来ず運用指図のみを行う

拠出 加入者ごとに掛金を拠出 拠出；加入者ごとに掛金を拠出

自ら拠出（上乗せ）は出来ない

掛金は定率又は定額で規約（労使合意による）による掛金は定率又は定額で規約（労使合意による）による

 掛金限度；月36,000円=年432,000円（企業年金なし）
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月18,000円=年216,000円（企業年金あり）



個人型年金〈企業型〉がない社員のため

 加入者；①自営業者など国民年金の第１号被保険者

②企業年金対象となっていない６０歳未満の厚
生年金被保険者

③６０歳以上の者 専業主婦 公務員 国民年③６０歳以上の者、専業主婦、公務員、国民年
金滞納者は加入できない

 運用指図者；①掛金拠出が出来ず運用指図のみを行う 運用指図者；①掛金拠出が出来ず運用指図のみを行う

②個人型年金の資格を喪失した場合で企業型
年金の加入資格も無い場合

 国民年金基金連合会；
①実施主体となる
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①実施 体

②申請し加入（実際は運営管理業務を行う

金融機関が窓口）



個人型年金〈企業型〉がない社員のため

 拠出；①掛金を任意に決定（5,000円以上1,000円単位）

②国民年金保険料滞納期間は拠出できない

 掛金限度；

①自営業者など➠月68,000円=年816,000円
＊国民年金基金掛け金を控除した額が限度＊国民年金基金掛け金を控除した額が限度

②企業の社員➠月15,000円=年180,000円

 払込方法； 払込方法；
①自営業者など➠国民年金基金連合会に振込み

②企業の社員➠給与天引き→企業が国民年金基金
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②企業の社員➠給与天引き→企業が国民年金基金
連合会に振込み



確定拠出年金の特徴

 自分で運用商品を決めて運用する年金
株 資 債 貯金 保険など 株式、投資信託、公社債、預貯金、信託、保険など

 動産、不動産、金融先物、商品先物は認められない

 年金受取額は運用実績しだい
 自己責任 自己責任

 運営管理機関に運用指図を行う

（少なくとも３ヶ月に１回）（少なくとも３ヶ月に１回）

 運営管理機関は資産管理機関に指図を行う

積立額は個人で常に確認出来る
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 積立額は個人で常に確認出来る
 個人勘定で運用



確定年金の最大の特徴

 ﾎﾟｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ（携帯性）

転職先に〈企業型〉がある➠〈企業型〉転職先に〈企業型〉がある➠〈企業型〉

転職先に〈企業型〉がなく企業年金も無い
➠ 〈個人型〉

➠企業年金がある場合は運用指図者➠企業年金がある場合は運用指図者

© 橋 社会保険労務士事務所



〈個人型〉の最大のメリット

す

個
人
型

個人の掛金 全額所得控除

す
べ
て
の

型
の
税
制

年金資産
運用益

非課税扱い

段
階
で

制
優
遇
措

年金資産
非課税扱い

年金には公的

で
優
遇
措

優
遇
措措

置受取時
年金には公的
年金控除適用

措
置
措
置
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手数料がかかる

 個人型  企業型

 国民年金基金連合会

 加入時3 200円

 企業が福利厚生の一環と
し負担することが多い

 加入時3,200円
 次年度から1,200円

受付金融機関 受付金融機関

 年5,000円程度 手数料負担のほうが
利回りより大きくなることも利回りより大きくなることも

考えられる
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給付

 老齢給付金 加入期間による受給開始年齢 老齢給付金

障害給付金

加入期間による受給開始年齢

10年以上 60歳から
 障害給付金

 70歳前に高度障害
とな た場合

10年以上 60歳から

8年以上 61歳から

6年以上 62歳からとなった場合

 死亡一時金
遺族に支給

6年以上 62歳から

4年以上 63歳から
 遺族に支給

 脱退一時金
拠出年数3年以下

2年以上 64歳から

1ヶ月以上 65歳から
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 拠出年数3年以下 1ヶ月以上 65歳から



■ 〈個人型〉運営の仕組み

加入者の直接の窓口
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ライフプランニング

 独身期(結婚まで)

資産形成の習慣を身に着ける時期


人 資産形成の習慣を身に着ける時期

 結婚資金、レジャー資金、耐久消費財購入

 給与天引 積み立て利用



結
婚



教
育



住
宅

人
生
の 給与天引、積み立て利用

 家族形成期（子の小学校入学まで)

 出産関係の他はあまり無い

婚
費
用

育
関
連
費

宅
取
得
費

の
三
大
費

出産関係の他はあまり無

 マイホーム自己資金作り

 家族成長期(子供の就職まで)

費
用

費
用費

用

 住宅取得、大型耐久消費財購入､子の教育

 セカンドライフの資金作り
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ライフプランニング

 家族成熟期(定年退職まで)

セカンドライフ資金形成の確実



ラに



自必 セカンドライフ資金形成の確実
な実践期

 老齢期

ラ
イ
フ
ス

に
よ
り
大

自
己
を

必
要

 数十年の生活資金の確実な
確保

 ゆとりある老後に必要な月々

ス
タ
イ

大
き
な

知
り
早 ゆとりある老後に必要な月々

の生活費38.3万円

 高齢者無職世帯の月々の家
計収入25 5万円

イ
ル
や
考

な
違
い

早
め
の計収入25.5万円

 退職金･企業年金･公的年金で
は不足？

考
え
方

設
計
が

毎月13万円
不足
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が不足



リスクとリターン

リスクの低減法リスクの低減法
①分散投資
②長期投資②長期投資
③継続投資
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運用商品の価格は、変動

 主な変動要因

経済的フ ンダメンタルズ



マ1. 経済的ファンダメンタルズ

(基礎的要因)
① 国内の景気 物価

マ
ー
ケ



株
式



債
券



外
国① 国内の景気、物価

② 金融財政政策

③ 産業動向、企業収益

ケ
ッ
ト

式
市
場

券
市
場

国
為
替
市

2. マーケット要因
① 金利

為替レ ト

市
場

② 為替レート

③ 信用力

④ 需要と供給のバランス
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運用商品の価格は、変動

債券価格
金利 低下➠値上がり

債券価格
上昇➠値下がり

株 価
企業収益 向上➠値上がり

悪化➠値下がり悪化➠値下がり

為替 円安➠値上がり

外国証券の円換算価格

為替 円安➠値上がり

円高➠値下がり
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（証券価格一定として）



なぜリスク商品に投資？

 元本確保型＜＜インフレ 元本確保型＜＜インフレ

 資産価値が目減りする

 非非元本保証型＞＞インフレ リスクを 非非元本保証型＞＞インフレ

 期待ﾘﾀｰﾝによりｲﾝﾌﾚﾘｽｸ軽減

リスクを
コントロール

（低減）

 トレードオフ（相反関係）

（低減）
する

 ﾘｽｸなくしてﾘﾀｰﾝなし
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リスクをコントロールする



ア



最
大

め
に
ど

す
る

ア
セ
ッ
ト

1. 想定利回りを考える

複数の金融資産を組み合
大
の
投
資

ど
の
よ
う

る
の
か
を

ト
ロ
ケ
ー

2. 複数の金融資産を組み合
わせる

ﾘｽｸ許容度を考える
資
効
果
を

う
に
資

を
決
め
る

ー
シ
ョ

3. ﾘｽｸ許容度を考える

4. 保守的な前提を複数考え
を
挙
げ
る

産
を
配

る
こ
と

ョ
ン る
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る
た

配
分



フォロー

 定期的見直し

 Ｐ➠アセットロケーション前提条件設定
 リスクとリターンのバランス、資産配分の再点検

Ｄ➠計画実行 Ｄ➠計画実行
 3ヶ月に1回以上可能

 Ｃ➠前提条件とのズレ分析 再設定 アセット Ｃ➠前提条件とのズレ分析、再設定
 運営管理機関から定期的に

運営状況報告が来る

アセット
ロケーションを

頻繁に
 Ａ➠計画の再設定

頻繁に
変更しない
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F I nF  I  n
ご静聴ありがとうございました静聴あり う ざ ました
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